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砂質畑土壌における豚ぷん堆肥連用による一酸化二窒素排出量の評価 

 

山本 岳1)・菅野淳夫2)・安井俊樹1)・鈴木玉与3)・瀧 勝俊1) 

  

摘要：砂質畑土壌における、豚ぷん堆肥の施用による地球温暖化への影響を評価するために、温

室効果ガスである一酸化二窒素(N2O)の排出量及び土壌炭素蓄積量を測定した。その結果、豚

ぷん堆肥連用区では、N2Oは堆肥無施用区に比べて多く排出された。また、豚ぷん堆肥を1年目

のみ施用した区では、豚ぷん堆肥由来のN2Oの排出量は施用6年目まで続いた。N2Oの積算排出

量は、積算余剰窒素量と強い正の相関が認められた。試験ほ場の土壌炭素蓄積量は、堆肥無施

用区および1年施用区では、大きく減少したのに対し、堆肥連用区では減少量はわずかで試験開

始時の水準を概ね維持した。合量を比較すると、堆肥連用区では土壌炭素蓄積量の減少はわず

かであったがN2O排出量が多く、堆肥無施用区よりも温室効果ガス抑制効果は低かった。 
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緒言 

 

近年、地球温暖化の問題は深刻さを増し、農業分野にお

いても温室効果ガス削減の取組が求められている1)。農地か

ら排出される温室効果ガスの一つである一酸化二窒素(N2O)

は、同量の二酸化炭素(CO2)に対して約298倍の温室効果が

あり、その排出量の約45％が農業に起因している2)。農業に

おけるN2Oの主な発生源は、化学肥料や堆肥等の有機物に

含まれている窒素(N)で、微生物により代謝される過程で発

生する3)。Nは作物生育には必須であるため、N2Oの排出抑

制と作物の生産性向上とは表裏一体の関係にある。 

これまで砂質畑土壌において、土壌の理化学性の改良や

作物への養分供給を目的として、堆肥などの有機物が施用

されてきたが、近年有機物を農地に施用することは、土壌中

に炭素(C)が蓄積するとから温室効果ガスの吸収源としても

期待されている4)。特に、愛知県は畜産業も盛んであるため、

家畜ふん堆肥を積極的に農地還元することで地球温暖化の

さらなる抑制が期待できる。 

家畜ふん堆肥の施用による農地からのN2O排出実態につ

いては、牛ふん堆肥や鶏ふん堆肥についての報告は散見さ

れるが5,6)、豚ぷん堆肥についての報告は少ない。しかも、現

在堆肥として施用したN量のうちN2Oとして排出される割合、

すなわち排出係数は、化学肥料の排出係数を代用しており
2)、家畜ふん堆肥の排出係数を新たに提示することで堆肥由

来のN2O排出量のより精緻な評価が可能となる。家畜ふん堆

肥をはじめとする有機物は土壌中で緩やかに分解するため、

その施用効果は長期にわたるだけではなく、施用効果を持

続的に得るため有機物を連用する場合もある。したがって、

N2Oの発生については施用当年だけでなく長期間にわたる

排出状況や堆肥を連用した場合の排出量を調査、評価する

ことが必要である。既報7)では、砂質露地畑における豚ぷん

堆肥の3年連用および1年目のみ施用に伴うN2Oフラックスを

調査し、1年目に施用した豚ぷん堆肥由来のN2O排出は3年

を経過しても継続していることが明らかとなったが、N2O排出

が終息する時期については不明であった。 

そこで、本研究では、豚ぷん堆肥を施用した砂質畑土壌

において、堆肥施用当年から7年間のN2O排出量を調査し、

堆肥施用によるN2O排出の継続性について明らかにした。さ

らに、堆肥を連用した場合のN2O排出量と土壌C蓄積量の推

移とから、豚ぷん堆肥による温室効果ガス抑制効果につい

ても評価を試みたので報告する。 

 

材料及び方法  

 

1 試験ほ場 

試験は、2013年10月から2020年10月まで、愛知県長久手

市(愛知県農業総合試験場)の露地畑で実施した。なお、

2016年作については試験を一時中断した。 

試験ほ場の土壌は典型山地黄色土に分類され、地表下

1.0 ｍまでの土性は砂質～砂壌土である8)。試験開始時の

作土の全炭素(TC)および全窒素濃度(TN)は、それぞれ9.56 

g kg-1、0.94 g kg-1であった。 

 

2 試験区 

各試験区の堆肥及び肥料の施用量を表1に示す。試験区

は、連用区、1年施用区、堆肥無施用区、無窒素区を設けた。

連用区では、豚ぷん堆肥を愛知県の有機質資材施用基準9)

に基づき、乾物換算で10 a当たり1000 kgを毎年施用した。ま

た、2013年のみ豚ぷん堆肥を基準量施用し、以降は堆肥を

無施用とした区を1年施用区とした。さらに、堆肥を施用しな

い区を堆肥無施用区、土壌のみから排出されるN2Oを測定

するためにNを施用しない無窒素区を設けた。 

用いた豚ぷん堆肥は、水分調整に戻し堆肥を使用し、少

量のモミガラを含んだものを施用した。堆肥の成分含量は、

県内で生産される堆肥の平均値10)と比べて水分とC/N比が

低かった(表2)。 

施肥量は無窒素区以外同一とし、愛知県の施肥基準9)に

準じて施用した。窒素として硫安、リンとして過リン酸石灰、カ

リウムとして硫酸加里を用いた。 

試験は1区面積を2013年作から2015年作は21.6 m2で、

2017年作から2019年作は18 m2の3反復で行った。 

 

3 耕種概要 

供試作物として、県内の砂質畑土壌で作付けの多いタマ

ネギを栽培した。作型は、9月播種、11月定植、4月下旬収穫

の作型とし、品種には「T456」(タキイ種苗、京都)を用いた。 

毎年10月下旬に豚ぷん堆肥を施用し、11月中旬に基肥を

全面全層に施用後、定植した。定植は株間20 cm、条間15 

cmの4条植で、栽植密度は27.8株 m-2とした。 

1月と2月に追肥を畝上に表層施肥し、4月中旬から5月上

旬に収穫した。収穫時には作物体を全て持ち出し、根のみ

ほ場へ戻した。 

表 1 各試験区の堆肥及び化学肥料施用量 
 

試験区 
豚ぷん堆肥 

(kg-DW 10a-1) 

化学肥料（kg 10a-1) 

N  P2O5  K2O 

基肥 追肥 1 追肥 2  基肥  基肥 追肥 1 追肥 2 

連用区 1000 11 6 6  15  11 6 6 

1年施用区 1000 11 6 6  15  11 6 6 

堆肥無施用区   0 11 6 6  15  11 6 6 

無窒素区 0 0 0 0  15  11 6 6 
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収穫後はN2Oフラックスの測定のために畝を崩し、全面耕

起した。裸地期間中は、雑草の発生状況を見て、除草剤を

用いて裸地状態を保った。なお、調査を行わなかった2016

年10月から2017年10月についても全面耕起により裸地状態

を維持した。 

 

4 調査項目と方法 

(1) タマネギの収量と窒素吸収量 

収穫時に、各区から2か所で、欠株がなく中庸な生育をし

た連続した4株について、根を含めて掘り起こすように採取

し、1区合計8株について、鱗茎部の新鮮重から収量を算出

した。鱗茎部と葉、根はそれぞれに分けて新鮮重および乾

物重を測定した後、粉砕してTNをN.C-ANALYZER SUMI 

GRAPH (NC-22F、住化分析センター株式会社、東京)を用

いて測定し、N吸収量を算出した。 

(2) N2Oフラックス 

N2Oフラックスの測定にはクローズドチャンバー法を用いた
11)。ガスのサンプリングはタマネギの作付期間中は無底角形

(底面積0.18 m2、高さ0.25 m)のチャンバー台座を、各試験区

にタマネギを4株内側に収めるように埋め込み、その上に無

底角型(底面積0.18 m2、高さ0.5 m)のチャンバーを設置して

行った。設置から1分経過した時点をゼロタイムとして、0分

後、10分後、20分後にチャンバー内のガスを採取し、その濃

度差から排出量を算出した。タマネギの作付期間以外は塩

ビ管(内径25 cm、長さ10 cm)を地表から高さ5 cmになるように

打ち込み、調査時のみ同径の塩ビ管のキャップ(高さ5 cm)を

被せて作付期間と同様に管内のガスを採取した。サンプリン

グ頻度は概ね週に1～2回とし、施肥や耕起などの作業時に

は適宜調査回数を追加した。 

N2O濃度はECD付きガスクロマトグラフ (GC14-Bおよび

GC14-A、島津製作所、京都 )で定量した。カラムには

PorapakQS（ジーエルサイエンス株式会社、東京）を、キャリ

アガスには高純度窒素を使用した。 

(3) 土壌中無機態窒素濃度の推移 

N2Oのサンプリング時に、作土0～10 cmを各区から採取

し、5 mm目篩で篩別後、アンモニア態窒素(NH4-N)と硝酸態

窒素(NO3-N)＋亜硝酸態窒素(NO2-N)を連続流れ分析装置

AＡ2型(ビーエルテック株式会社、東京)を用いて、それぞれ

インドフェノール青吸光光度法、銅・カドミウム還元－ナフチ

ルエチレンジアミン吸光光度法で測定した12)。 

(4) 土壌水分量、降水量 

試験期間中、地表から5 cm深にセンサーを埋設し、土壌

水分を1時間間隔で測定した。土壌水分測定には静電容量

式土壌水分センサー(ECH2O 10HS、METER Group、アメリ

カ合衆国)をデータロガー(Em5b、METER Group、アメリカ合

衆国)に接続したものを用いた。なお、用いた静電容量式セ

ンサーは土壌の乾燥密度による影響を受けるため、随時採

土管を用いて土壌水分量を実測し、センサーの読み取り値

を補正した13)。降水量は、農業総合試験場内の気象観測装

置により測定した。 

(5) 土壌炭素蓄積量 

土壌C蓄積量の変化を把握するため、堆肥施用前と2019

年作試験終了時にライナー採土器(DIK-100C、大起理化工

業株式会社、埼玉)を用いて土壌を表層から深さ30 cmまで

採取した。採取した土壌サンプルは作土(0-20 cm)と下層土

(20-30 cm)に分け、風乾、篩別後TCをN.C-ANALAYZER 

SUIGRAPH(NC-22F、住化分析センター株式会社、東京)を

用いて測定した。 

得られたTCに各層の層厚と仮比重を乗じ、合算したもの

を土壌C蓄積量とした。 

 

試験結果 

 

1 タマネギの収量と窒素吸収量 

表3に連用区、1年施用区および無窒素区のタマネギの収

量を、堆肥無施用区を100とした収量指数で示した。収量は

全体的に低く、愛知県の施肥基準9)において目標収量であ

る8 kg m-2には届かないことが多かった。特に2013年作と

2017年作は定植後の生育が悪く、収量は大きく減少した。連

用区の収量指数はで73～118と堆肥無施用区に対して年次

間のばらつきが大きかった。 

表4に各試験区のN投入量とN吸収量、作物に吸収されな

かった余剰N量を示した。タマネギのN吸収量は、堆肥無施

用区と連用区との間には有意な差は認められなかった。 

 

表 2 豚ぷん堆肥の成分 
 

年次 
水分 pH  TC TN 

C/N 
P2O5 K2O 

(%) (1:10) (%) (%) (%) (%) 

2013 20.1 8.5 37.5 5.0 7.5 7.7 3.0 

2014 21.3 8.5 37.4 4.2 8.9 6.7 2.2 

2015 19.4 8.5 38.8 4.4 8.8 7.5 2.6 

2017 19.4 8.4 31.0 4.3 7.2 6.3 2.4 

2018 17.6 8.2 36.7 5.1 7.2 7.3 2.3 

2019 16.3 8.2 31.6 4.3 7.3 7.2 2.2 

平均 19.1 8.4 35.3 4.5 7.8 7.1 2.4 
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2 N2Oフラックス 

N2Oフラックスの推移を図1に示す。2013年作と2019年作

を除き、連用区では堆肥施用後にN2Oフラックスの大きなピ

ークが認められ、1か月程度の間続いた。2013年作は長期間

にわたりN2Oフラックスの値は高い状況が続いた。2019年作

は10月から11月のN2Oフラックスは低かったが、5月以降に著

しい増加がみられた。 

堆肥無施用区および2年目以降の1年施用区では11月中

旬の基肥施用から12月にかけてN2Oフラックスが増加した

が、同時期の連用区の1割前後であった。連用区および1年

 

表 4 試験ほ場における窒素収支 
 

試験区 年次 
N投入量(kg-N 10a-1) N吸収量 余剰 N量 

化肥 
(a) 

堆肥 
(b) 

合計 
(a+b) 

(kg-N 10a-1) 
(c) 

(kg-N 10-1 y-1) 
(a+b-c) 

連用区 2013 23 50 73  3.9 69.1 

 2014 23 42 64 10.4 53.6 

 2015 23 44 67 14.3 52.7 

 2017 23 43 66  7.1 58.9 

 2018 23 51 74  9.2 64.8 

  2019 23 43 66 18.2 47.8 

1年施用区 2013 23 50 73  3.9 69.1 

 2014 23  0 23 12.3 10.7 

 2015 23  0 23 15.3  7.7 

 2017 23  0 23  7.8 15.2 

 2018 23  0 23  9.8 13.2 

  2019 23  0 23 16.3  6.7 

堆肥無施用区 2013 23  0 23  4.3 18.7 

 2014 23  0 23 12.3 10.7 

 2015 23  0 23 14.1  8.9 

 2017 23  0 23  6.2 16.8 

 2018 23  0 23 12.6 10.4 

  2019 23  0 23 17.5  5.5 

無窒素区 2013  0  0  0  1.2 -1.2 

 2014  0  0  0  1.4 -1.4 

 2015  0  0  0  1.8 -1.8 

 2017  0  0  0  1.1 -1.1 

 2018  0  0  0  1.1 -1.1 

 2019  0  0  0  1.0 -1.0 

 

表 3 タマネギの収量指数 
 

試験区 2013作 2014作 2015作 2017作 2018作 2019作 

連用区  93  84 118 114  73 109 

1年施用区  93  93 107  95  75  97 

無窒素区  33  20  24  22  14   14   

堆肥無施用区 
100 100 100 100 100 100 

(2396) (6898) (7648) (3520) (5679) (6790) 

         堆肥無施用区の括弧内の数値は収量（kg 10a-1） 
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施用区では5月以降に堆肥無施用区では見られないN2Oフ

ラックスのピークがみられたが、2019年作の1年施用区では

堆肥無施用区との違いは認められなかった。 

 

3 土壌水分および無機態窒素の推移 

2015年作と2017年作は基肥施用後に降雨が多く、深さ5 

cmの土壌水分が高かったのに対し、2019年作は降雨が少な

く、畝立て後の土壌水分が低く維持されていた(図1)。 

調査期間中の土壌中NH4-N濃度およびNO3-N濃度の推

移を図2、3に示した。NH4-N濃度は、基肥施用直後に増加し

た後、短い期間で減少し、数日遅れてNO3-N濃度が増加し

た。一方、豚ぷん堆肥を施用した区では、5月以降に降雨で

土壌水分が増加した後で、NO3-N濃度のピークが生じた。 

 

4 N2Oの年間排出量 

試験期間中のN2Oの年間排出量を図4に示す。N2Oの総

排出量は年次間差があるものの、連用区では堆肥無施用区

の1.8～7.6倍と大きかった。１年施用区と堆肥無施用区では、

１年施用区で初年度に堆肥無施用区を大きく上回るN2Oの

排出が認められ、それ以降も2018年作までは１年施用区で

堆肥無施用区より排出量が多い傾向となった。2019年作に

は1年施用区の排出量が堆肥無施用区をわずかに下回る結

果となった。 

各年の年間N投入量に対する作物体N吸収量の差を余剰

N量とし、余剰N量の積算値とのN2O排出量の積算値の関係

を図5に示す。余剰N量の積算値とN2O排出量の積算値との

間には強い正の相関関係が認められた。また、堆肥無施用

区に対して連用区では積算余剰N量に対する積算N2O排出

量の傾きが小さかった。 

 

5 化学肥料及び豚ぷん堆肥のN2O排出係数 

試験年ごとの化学肥料の排出係数と、1年施用区における

豚ぷん堆肥の1年目および1年目から7年目までのN2O排出

量から算出した排出係数を表5に示す。 

化学肥料の排出係数は、6年間の平均値で2.06％であっ

た。1年施用区において、豚ぷん堆肥施用当年のN2O排出

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ N2Oフラックスと土壌水分の推移 
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係数は2.26％であった。しかし、その後も排出は続いたため。

累積した排出係数は徐々に増加し、施用から6年間の合計

で3.78％となった。 

 

6 土壌炭素蓄積量の推移 

各試験区の土壌C蓄積量の推移を図6に示す。堆肥無施

用区、1年施用区、無窒素区では年度が経過するにつれて

土壌C蓄積量が減少したのに対し、連用区では減少量はわ

ずかで試験開始時の水準を概ね維持していた。 

 

考察 

 

1 試験期間中の N２O フラックスの推移 

N2Oの排出は、微生物によるアンモニア態窒素の硝化と硝

酸態窒素の脱窒時に起こる3)。本試験では、基肥を施用し、

畝立てをした後に最も大きなN2Oフラックスのピークが見られ、

これは化学肥料由来のNが硝化したことに起因していると考

えられる。さらに、豚ぷん堆肥を施用した区では、堆肥施用

から化学肥料施用までの間にもN2Oの排出が認められるとと

もに、基肥施用以降のフラックスのピークも堆肥無施用区より

も高く、これらは堆肥に含まれるNが無機化したことによるも

のと推察された。 

1月と2月には追肥を行ったが、この時期のN2Oの排出は

少なく、3月以降から増加する傾向となった。一般に硝化及

び脱窒の作用は低温では進みにくいことから14,15)、この時期

に追肥してもNの代謝が進まず、温度が上昇するまでN2Oの

排出量が増加しなかったと考えられた。 

5月以降では連用区と1年施用区において、堆肥無施用

区では見られないN2Oの排出ピークが認められ、豚ぷん堆

肥に由来するものであると考えられた。しかし、1年施用区で

は2019年作においてこのN2Oフラックスのピークが認められ

ず、施用から6年以上が経過して豚ぷん堆肥由来のN2Oの

排出が終了したと考えられた。 

また、2019年は、どの試験区も10月から11月のN2Oフラッ

クスの増加がわずかであったが、5月以降は前年度までには

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 アンモニア態窒素濃度の推移 
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見られなかった多量のN2Oが排出された。畝立て後の降雨

は例年に比べて少なく、畝内の水分が低く推移したことで、

10月から5月まで窒素の代謝が急激に進行しなかったと考え

られる。N2Oの発生は地温や土壌水分などによって変動する

ため16)、堆肥の施用時期や気象による影響についてはより検

討が必要である。 

 

2 化学肥料および豚ぷん堆肥の N2O 排出係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 硝酸態窒素濃度の推移 
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図 4 年間の N2O排出量 
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化学肥料のN2O排出係数は0.96％～4.04％と算出され、

温室効果ガスインベントリにおける値である0.62％よりも大き

かった。N2Oの排出は、施肥時期や土壌の理化学性等によ

る影響が大きく、この排出量の違いが何に起因するのか今後

検討していきたい。 

既報5)では、1年施用区における堆肥由来の積算N2O排出

量は、施用後3年間は年々増加したため、豚ぷん堆肥の正

確な排出係数は明らかにすることができなかった。しかし、今

回施用7年目まで試験を継続したところ、堆肥由来のN2Oの

排出がなくなった。そこで、施用6年目までの積算排出量を

用いて排出係数を算出したところ、3.78％と施用1年目の排

出係数とは大きく異なった。このことから、家畜ふん堆肥のよ

うに分解に時間のかかる有機物については、2年目以降の排

出量も大きく、温室効果ガス排出量を評価するためには、施

用年度だけではなく、有機物の分解に応じて測定期間を長

くする必要がある。 

なお、本試験においては、1年間調査を中断しているため、

実際の排出係数はより高くなることが想定される。 

 
表 5 化学肥料由来及び豚ぷん堆肥由来の排出係数 

 

  年次 
施用 N量 (a) N2O排出量 1) (b) 排出係数 2) ( b/a ) 

(kg-N 10a-1) (kg-N2O-N 10a-1) (%)   

化学肥料由来 2013 23 0.93 4.04 

  2014 23 0.3 1.3 

  2015 23 0.65 2.83 

  2017 23 0.22 0.96 

  2018 23 0.35 1.52 

  2019 23 0.39 1.7 

  平均 23 0.51 2.06 

豚ぷん堆肥由来 2013 50 1.13    2.26 

  2014 -       0.16    0.32 

  2015 -       0.12    0.24 

  2017 -       0.37    0.74 

  2018 -       0.11    0.22 

  2019 -        -0.06     -0.12 

  合計 50       1.82    3.78 

1) 化学肥料及び豚ぷん堆肥に由来する N2O排出量(b)は、それぞれ堆肥無施用区から、無窒

素区の排出量を、1年施用区から堆肥無施用区の排出量を差し引いて算出 

2) 豚ぷん堆肥の排出係数は、初年度に施用した豚ぷん堆肥に含まれた N量に対する排出量

から算出し、合計値は値が負になった 2019年を含まずに算出 

 

 

図 5 余剰窒素量と N2O排出量の関係 
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3 豚ぷん堆肥連用による温室効果ガス抑制効果 

各試験区の試験開始から7年目終了時までのN２Oの総排

出量及び土壌C蓄積量の減少量をCO2量に換算した結果を

図7に示す。 

連用区ではN2Oの排出量が堆肥無施用区を大きく上回っ

た。今回連用区では化学肥料と豚ぷん堆肥を併用したため、

堆肥無施用区よりもNをはじめとする各種肥料成分の投入量

は多くなったが、タマネギの収量及び作物体N吸収量は有

意に増加しなかった。したがって、連用区における豚ぷん堆

肥由来のNは、タマネギによってほとんど利用されず余剰Nと

なり、N2O排出量が増加したと考えられる。中村ら17)は、家畜

ふん堆肥を連用した砂質畑土壌での秋冬キャベツ栽培にお

いて、夏季に豚ぷん堆肥連用した場合、収量及びN吸収量

が増加したと報告している。これは、秋季に堆肥を施用した

本試験の結果とは異なっており、堆肥由来のNを有効に利

用できるような堆肥の施用時期や作物の選定を行うことで、

余剰Nを減らし、N2Oの排出抑制が可能であることを示唆し

ている。堆肥の施用時期や栽培作物の違いがN2O排出量に

及ぼす影響を今後明らかにする必要があろう。 

一方、土壌C蓄積量についてみると、無施用区及び1年施

用区では試験を経るごとに減少していくのに対して、連用区

では減少はわずかで試験開始前の水準を概ね維持すること

ができた。糟谷ら18)は、赤黄色土の露地野菜畑において有

機物施用基準量（1 t 10 a-1）の豚ぷん堆肥を5年間連用する

ことで土壌TCを当初の水準に維持できたとしている。これら

のことから、露地野菜畑において、豚ぷん堆肥を用いて土壌

のC吸収源として地力を維持するためには、基準量の施用が

必要である。 

試験開始から7年間の堆肥区の温室効果ガス抑制効果を

無施用区と比較すると、1年施用区ではN2O排出量も高く、

土壌C蓄積量も大きく減少したため、温室効果ガス抑制効果

は低かった。また、連用区でも土壌C蓄積量の減少量はわず

かであったが、N2Oの排出量が大きく、堆肥無施用区よりも

抑制効果は低かった。 

以上の結果から、豚ぷん堆肥由来のN2Oの排出は堆肥施

用から7年間漸減しながらも継続することが明らかとなった。

また、豚ぷん堆肥の連用では、本県の有機物施用基準量を

施用することでC吸収源として土壌中のC量を維持できるが、

施用時期や栽培する作物によっては、作物にNが有効に供

給されず余剰Nが増加し、N2O排出量が増大するため温室

効果ガス抑制効果が低くなると考えられた。今後は、余剰N

を増大させない堆肥の施用時期や栽培作物の選定を検討

する必要があると考える。 

 

図 6 土壌炭素蓄積量の推移 
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図 7 試験開始から 6 年間での温室効果ガス排出量（CO2換算） 
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